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研究ノート
民法の流れ図
中　山　秀　登
はじめに
Ａ　編と編との関係
Ｂ　章と章との関係
Ｃ　節と節との関係
Ｄ　款と款との関係
Ｅ　条文と条文との関係
Ｆ　条文（本号，第 3編債権，第412条～第414条）
むすび
凡例
流れ図については，寺田文行ほか編・高校数学解法事典，1205頁以下
「コンピュータ」を参照した。同書1206頁によれば，
　は，「はじめ」と「おわり」を示す。
　は，「計算式など処理の内容をかく。」
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　は，「判断の条件をかきこみ，それによって分岐する。」
本稿では，
　　　　　　　　　のばあいに，YはYesすなわち「はい」を表し，
　　　　　　　　　　NはNoすなわち，「いいえ」を表す。
　数字だけ書いてあるばあいは，条文を表し，項は①②などと表す。注は，
⑴⑵・・・などとして表す。
注のなかで，図をもちいて説明する。以下のように，図の意味を決める。
権利・義務の主体＝人＝
権利・義務の客体＝
人が，何かある権利を持っている，あるいは義務を負っているばあい，人
と権利・義務の客体は，線で結ばれている，と考える。そこで，つぎのよ
うに表す。
　　は，権利があることを表す。たとえば，債権。
　　は，所有権があることを表す。所有権は，たとえて言えば，
太い綱である。
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　　制限物権の設定は，所有権の太い綱から，一本の糸を取り出
すことを表す。左図で点線は，制限物権が取り出されている
状態を表す。
　　は，占有権があることを表す。
　　は，義務があることを表す。たとえば，債務。
　　は，「売る」，「買う」などの意思表示などを表す。
登記
　　は，不動産にかんする物権の変動の対抗要件を表す。
引渡
　　は，動産にかんする物権の譲渡の対抗要件を表す。
対抗要件を で表したのは，つぎのイメージによる。
中世ヨーロッパの騎士が，片手にもっていた盾のイメージである。相手
からの攻撃を防ぐ盾の形は，おおよそ逆三角形であった。そこで，逆三角
形の形で，対抗要件を表す。
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第 3編　債権
第 1章　総則
第 2節　債権の効力
第 1款　債務不履行の責任等
第412条
履行遅滞
Y
Y
N
N
債務の履行について，期限を定めたか
確定期限か
① ② ③
　確定期限があるときは，
債務者は，その期限の到
来したときから，遅滞の
責任を負う。
　不確定期限があるとき
は，債務者は，その期限の
到来したことを知ったとき
から，遅滞の責任を負う。
　債務者は，履行の請求
を受けたときから，遅滞
の責任を負う。
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第413条
⑴
受領遅滞
　債権者が，債務の履行を受けることを拒み，または，
受けることができないときは，その債権者は、履行の提
供があったときから，遅滞の責任を負う。
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⑴　山川一陽ほか・口語民法，打田畯一・体系民法事典・第三版増補366
頁以下を参照した。Ｂが土地の売主，Ａが買主のとき，登記と，ひきか
えに，ＡがＢへ代金を支払う約束をしていたばあい。Ｂが代金を受領し
ないときは，代金支払いの債権者Ｂの，代金受領についての債務違反に
なる，という債務不履行責任説によれば，つぎのようになる。
Ａ
土地所有権
売買契約
「売る」
「買う」
Ｂ
Ａ
Ｂ
債務
義務
権利
債権 債権
債権
売主
買主
債務
債務
（債務者Ｂの）
登記
代金
支払い
代金
受領
Ａ
Ｂ
解除
Ａ
Ｂ
Ａが代金を持参して，登記所へ行った。
しかし，Ｂが登記所へ来なかった。
Ａが相当な期間を定めて催告をした。
しかし，Ｂは，期間内に代金を
受領しなかった。民法541条により，
Ａに解除権が発生。 
Ａが，解除権を行使した。
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第414条
　債務者が任意に債務の履行をしないときは，債権
者は，その強制履行を，裁判所に請求することがで
きる。
①本文
⑴
⑵
　ただし，債務の性質が強制履行を許さないときは，
この限りでない。 
　不作為を目的とする債務
については，債務者の費用
で、債務者がした行為の結
果を除去し，または将来の
ため適当な処分をすること
を裁判所に請求することが
できる。（代替執行）
　法律行為を目的とする債
務については，裁判をもっ
て債務者の意思表示に代え
ることができる。（代用判決）
　債権者は，債務者の費用
で，第三者に，これをさせ
ることを，裁判所に請求す
ることができる。（代替執行）
作為債務 不作為債務
①ただし書
②ただし書 ②本文
③
Y
Y
N
N
履行の強制
前三項の規定は，損害賠償の請求を妨げない。④
債務の性質が，強制履行を
許さないばあいにおいて，その債務が
作為を目的とするか
法律行為を目的とする債務か
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⑴　阿部浩二・体系民法事典・第三版増補349頁以下を参照。 1項本文は
直接強制を定めている。直接強制は，金銭の支払い，動産の引渡し，不
動産の引渡し，という「与える債務」についてだけ，認められる。
⑵　 1 項だだし書から， 2項， 3項に定められている債務は，「与える債
務」以外の債務である。たとえば，建物の取り壊しなど。
